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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期

第２四半期
連結累計期間

会計期間
自 2022年２月１日

至 2022年７月31日

売上高 (千円) 575,135

経常利益 (千円) 102,584

親会社株主に帰属する
四半期純利益

(千円) 39,808

四半期包括利益 (千円) 39,808

純資産額 (千円) 397,261

総資産額 (千円) 737,723

１株当たり四半期純利益 (円) 16.48

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

(円) ―

自己資本比率 (％) 53.9

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 161,141

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △5,053

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △4,210

現金及び現金同等物の
四半期末残高

(千円) 414,109

回次
第９期

第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2022年５月１日
至 2022年７月31日

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期純損失(△)

(円) 25.00

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しませんので記載しておりませ

ん。

３．当社は、2022年９月27日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っておりますが、第９期の期

首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しておりま

す。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

なお、当社は2022年４月27日付で、株式会社BEL AIRから、株式会社テクノロジーズに社名変更しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当新規上場申請のための四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等

に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または新規上場申請のための有価

証券報告書（Ⅰの部）に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、新型コロナウイルス感染症の拡大により、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ

り、今後の状況を注視して参ります。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループ（当社及び当社の関係

会社）が判断したものであります。なお、当社は、2022年１月期第２四半期については、四半期連結財務諸表を作成

していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行っておりません。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大に伴う経済活動の

停止等の影響により、極めて厳しい状況が続いております。

このような環境の下、当社グループにおいては、従業員及びそのご家族の他、弊社に関係される全ての皆様の健

康と安全に配慮すべく、通常業務を継続しながら、2020年3月よりリモートワークをいち早く本格的に導入し事態の

長期化に備えるとともに、ITソリューション事業、SaaS事業の２事業を展開して参りました。

ITソリューション事業においては、新型コロナウイルス感染症拡大による国内経済環境の変化により、主な顧客

である国内法人企業において、予定していたシステム開発プロジェクトの計画変更や見直し等が一部で発生し、事

業環境に変化が生じております。また、SaaS事業においては、新型コロナウイルス感染症拡大による国内市場への

影響から、SaaS事業全般における事業環境に一定の変化が生じております。しかしながら、これらの変化は当社グ

ループの経営環境を根底から覆すには至っておらず、影響は限定的であると判断しております。

当社グループは、ITソリューション事業において、主にエンタメ業界向け映像ソフトウェア開発を中心とした売

上を計上しました。SaaS事業においては、人材派遣会社向け管理システム「jobs」を中心に実績を積み重ねており、

今後更なる発展が見込まれます。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高が、575,135千円、営業利益は、

98,857千円、経常利益は、102,584千円、親会社株主に帰属する当期純利益は、39,808千円となりました。

各セグメントの業績は以下のとおりであります。

(ITソリューション事業)

ITソリューション事業においては、①エンターテイメント関連を中心とした映像ソフトウェア制作、②AI等の

デジタル技術を利用したシステム・アプリケーション開発を中心に展開して参りましたが、新型コロナウイルス

感染症拡大による国内経済環境の変化により、予定していたシステム開発プロジェクトの計画変更や見直し等が

一部で発生したものの、総じて受注が好調であったため、売上は概ね堅調に推移しております。

その結果、売上高は、553,073千円、セグメント利益は、144,988千円となりました。

(SaaS事業)

SaaS事業においては、主に自社プロダクトである人材派遣会社向け管理システム「jobs」の開発及び販売をして

おります。前期から取り組んでいた、「jobs」の新規機能追加改修が完了した事や、コロナ禍において多くの人材

派遣会社がコスト削減を強いられる中、当社システムは価格体系において月額３万円である事から、時代の流れや

お客様のニーズに合う製品となっており、新規顧客を獲得できたことから、売上は増加する結果となりました。今

後も中長期的に堅調な成長が見込まれると思われます。

その結果、売上高は、22,061千円、セグメント損失は、△46,131千円となりました。
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②財政状態に関する説明

(資産)

当第２四半期連結会計期間末における総資産は737,723千円となり、前連結会計年度末に比べ147,859千円増加い

たしました。これは、預け金の減少50,778千円及び仕掛品の減少13,808千円があったものの、主に、現金が153,077

千円増加した事によるものであります。

(負債)

当第２四半期連結会計期間末における負債は340,461千円となり、前連結会計年度末に比べ108,050千円増加いた

しました。これは主に、支払手形及び買掛金の増加63,106千円、受注損失引当金の増加20,224千円によるものであ

ります。

(純資産)

当第２四半期連結会計期間末における純資産は397,261千円となり、前連結会計年度末に比べ39,808千円増加いた

しました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が39,808千円増加したもので

あります。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末の現金及び現金同等物は、414,109千円となり、前連結会計年度末に比べ151,877千

円増加いたしました。当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとお

りであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は161,141千円（前連結会計年度は132,037千円の収入）となりました。これは主に、

税金等調整前当期純利益の計上59,129千円、仕入債務の増加額63,106千円、預け金の減少額50,778千円等によるも

のであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は5,053千円（前連結会計年度は2,377千円の収入）となりました。これは主に、有

形固定資産の取得による支出2,480千円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は4,210千円（前連結会計年度は18,534千円の支出）となりました。これは、長期借

入金の返済による支出4,210千円によるものです。

(3) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(4) 事業上および財政上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた問題はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000

計 50,000

(注) １．2022年９月26日開催の臨時株主総会決議により定款変更を行い、発行可能株式総数は2,000株減少し、

48,000株となっております。

２．2022年９月６日開催の取締役会決議により、株式分割に伴う定款の変更を行い、2022年９月27日付で発行可

能株式総数は9,550,000株増加し、9,600,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年12月16日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,077 2,415,400 非上場

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容として何ら
制限のない当社における標準
となる株式であります。
また、単元株式数は100株であ
ります。

計 12,077 2,415,400 － －

(注) １．2022年９月26日開催の臨時株主総会決議により、2022年９月26日付で１単元を100株とする単元株制度を採

用しております。

２．2022年９月６日開催の取締役会決議により、2022年９月27日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分

割を行っております。これにより、提出日現在の発行済株式の発行数は2,403,323株増加し、2,415,400株と

なっております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年２月１日～
2022年７月31日

－ 12,077 － 444,000 － －

（注）2022年９月６日開催の取締役会決議により、2022年９月27日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割

を行っております。これにより、発行済株式総数残高は2,403,323株増加し、2,415,400株となっております。

(5) 【大株主の状況】

2022年７月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

良原 広樹 東京都港区 7,248 60.01

石原 慎也 東京都港区 1,589 13.16

畠山 学 東京都世田谷区 1,144 9.47

伊藤 高雄 栃木県佐野市馬門町 738 6.11

伊藤 繁三 栃木県佐野市高萩町 738 6.11

株式会社エコ革 東京都豊島区巣鴨1丁目41番11号 456 3.78

宮内 駿 東京都台東区 164 1.36

計 ― 12,077 100.00

（注）2022年９月６日開催の取締役会決議により、2022年９月27日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を

行っております。これにより、発行済株式総数残高は2,403,323株増加し、2,415,400株となっております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,077 12,077 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 12,077 － －

総株主の議決権 － 12,077 －

（注）2022年９月６日開催の取締役会決議により、2022年９月27日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を

行っております。これにより、発行済株式総数残高は2,403,323株増加し、2,415,400株となっております。

② 【自己株式等】

2022年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。なお、当四半期報告書は第２四半期に係る最初に提出する四半期報告書である

ため前年同四半期との対比は行っておりません。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第２四半期連結会計期間(2022年５月１日から2022年７月31日まで)及び第２四半期連結累計

期間(2022年２月１日から2022年７月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人 銀河による四半期レ

ビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間
(2022年７月31日)

資産の部

流動資産

　 現金及び預金 416,609

　 受取手形及び売掛金 190,365

　 仕掛品 30,179

　 その他 16,422

　 貸倒引当金 △1,071

流動資産合計 652,505

固定資産

有形固定資産

　 建物及び構築物 1,355

　 工具器具及び備品 4,429

　 有形固定資産合計 ※１ 5,785

無形固定資産

のれん 52,768

その他 1,362

無形固定資産合計 54,131

投資その他の資産

　 破産更生債権等 27,500

　 繰延税金資産 12,220

　 その他 13,080

　 貸倒引当金 △27,500

　 投資その他の資産合計 25,300

固定資産合計 85,217

資産合計 737,723
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間
(2022年７月31日)

負債の部

流動負債

　 支払手形及び買掛金 76,053

　 1年内返済予定の長期借入金 3,122

　 未払法人税等 15,224

　 受注損失引当金 27,404

　 その他 70,746

流動負債合計 192,550

固定負債

長期借入金 147,911

固定負債合計 147,911

負債合計 340,461

純資産の部

株主資本

資本金 444,000

利益剰余金 △46,738

株主資本合計 397,261

純資産合計 397,261

負債純資産合計 737,723
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間
(自 2022年 ２月 １日
至 2022年 ７月 31日)

売上高 575,135

売上原価 317,472

売上総利益 257,662

販売費及び一般管理費

役員報酬 35,678

給与及び手当 25,166

支払手数料 17,696

その他 80,263

販売費及び一般管理費合計 158,804

営業利益 98,857

営業外収益

受取利息 1

　 受取配当金 1

　 補助金収入 4,000

雑収入 76

営業外収益合計 4,079

営業外費用

支払利息 288

その他 63

営業外費用合計 352

経常利益 102,584

　特別損失

　 棚卸資産評価損 15,954

　 貸倒引当金繰入額 27,500

　 特別損失合計 43,454

税金等調整前四半期純利益 59,129

法人税、住民税及び事業税 13,254

　法人税等調整額 6,066

法人税等合計 19,321

四半期純利益 39,808

非支配株主に帰属する四半期純利益 ─

親会社株主に帰属する四半期純利益 39,808
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間
(自 2022年 ２月 １日
至 2022年 ７月 31日)

四半期純利益 39,808

四半期包括利益 39,808

(内訳)

親会社株主に係る四半期包括利益 39,808

非支配株主に係る四半期包括利益 ―

　



― 14 ―

(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間
(自 2022年 ２月 １日
至 2022年 ７月 31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　 税金等調整前四半期純利益 59,129

　 減価償却費 1,012

　 棚卸資産評価損 15,954

　 のれん償却額 1,567

　 長期前払費用償却額 1,443

　 貸倒引当金の増減額（△は減少） 28,571

　 受取利息及び受取配当金 △2

　 支払利息 288

　 売上債権の増減額(△は増加) △58,195

　 預け金の増減額(△は増加) 50,778

　 たな卸資産の増減額(△は増加) △2,146

　 未収金の増減額(△は増加) 18

　 前払費用の増減額(△は増加) △1,163

　 破産更生債権等の増減額（△は増加） △27,500

　 その他資産の増減額(△は増加) △7,336

　 仕入債務の増減額(△は減少) 63,106

　 未払金の増減額(△は減少) 2,266

　 未払費用の増減額(△は減少) 10,145

　 前受金の増減額(△は減少) 9,213

　 受注損失引当金の増減額(△は減少) 20,224

　 その他負債の増減額（△は減少） △5,479

小計 161,897

利息及び配当金の受取額 2

利息の支払額 △288

法人税等の支払額 △470

営業活動によるキャッシュ・フロー 161,141

投資活動によるキャッシュ・フロー

　 定期預金の預入による支出 △1,200

　 有形固定資産の取得による支出 △2,480

　 無形固定資産の取得による支出 △1,373

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,053
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(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間
(自 2022年 ２月 １日
至 2022年 ７月 31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

　 長期借入金の返済による支出 △4,210

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,210

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 151,877

現金及び現金同等物の期首残高 262,231

現金及び現金同等物の四半期末残高 414,109
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

当該会計基準等の適用における計上時期、計上方法の変更はないため、当該会計方針の変更による当第２四半

期連結累計期間の損益および利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載して

おりません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、時価をもって四半期連結

貸借対照表価額とする金融商品を保有しておらず、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

当第２四半期連結会計期間
(2022年７月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 6,449 千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年２月１日
至 2022年７月31日)

現金及び預金 416,609 千円

定期預金 △2,500 千円

現金及び現金同等物 414,109 千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結累計期間(自2022年２月１日 至2022年７月31日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第２四半期連結累計期間(自 2022年２月１日 至 2022年７月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額ITソリューシ

ョン事業 SaaS事業 計

売上高

一時点で移転される財 553,073 22,061 575,135 ─ 575,135

一定の期間にわたり移転され
る財

─ ─ ─ ─ ─

顧客との契約から生じる収益 553,073 22,061 575,135 ─ 575,135

外部顧客への売上高 553,073 22,061 575,135 ─ 575,135

セグメント間の内部売上高又
は振替高

6,199 ─ 6,199 △6,199 ─

計 559,272 22,061 581,334 △6,199 575,135

セグメント利益
又は損失(△)

144,988 △46,131 98,857 ─ 98,857

(注) １．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．セグメント資産及び負債の金額は、事業セグメントに配分していないため、開示しておりません。
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(収益認識関係)

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載の通りであります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第２四半期連結累計期間

(自 2022年２月１日
至 2022年７月31日)

１株当たり四半期純利益 16円48銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 39,808

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

39,808

普通株式の期中平均株式数(株) 2,415,400

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

－

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．2022年９月27日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたものと仮定し、１株当たり四半期純利益を算出しております。
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(重要な後発事象)

１．株式分割及び単元株制度の採用

当社は、2022年９月６日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり株式分割を行っております。また、株式分

割に伴い、2022年９月26日開催の臨時株主総会決議に基づき、2022年９月27日付で定款の一部を変更し単元株制度

を採用しております。

(1)株式分割の目的

当社株式の流動性向上と投資家層の拡大を図ることを目的として株式分割を実施するとともに、１単元を100株

とする単元株制度を採用いたしました。

(2)株式分割の概要

①分割の方法

2022年９月26日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の有する普通株式を、１株

につき200株で分割いたしました。

②分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 12,077株

株式分割により増加する株式数 2,403,323株

株式分割後の発行済株式総数 2,415,400株

株式分割後の発行可能株式総数 9,600,000株

③株式分割の日程

基準日公告 2022年９月９日

基準日 2022年９月26日

効力発生日 2022年９月27日

④１株当たり情報に及ぼす影響

「１株当たり情報」は、当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定して算出しており、これに

よる影響については、当該箇所に反映されております。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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